様式1_「板橋区財務会計システム再構築」に関する情報提供依頼（RFI）実施要領
令和８年11月９日
板橋区政策経営部IT推進課
１　実施趣旨
板橋区（以下「本区」という。）では、令和10年度から令和12年度にかけて財務会計システムの再構築を予定しており、令和13年4月の本稼働に向けて、業務ごとの段階的な導入を検討しています。
本区の業務処理への適合性・操作性・運用性の向上、機能の拡充、システム構築、運用管理コストの抑制、業務効率化等を図ることを目的とし、次期財務会計システムの再構築についての検討を進めているところです。
本情報提供依頼は、次期財務会計システムに必要な機能等の検討を行うに当たり、関連情報の収集を目的として、各システム事業者様の製品等の紹介及び有益な情報の提供をお願いするものです。
２　依頼内容
現時点で想定するシステム構成について、回答及び資料の提供をお願いいたします。なお、各機能の詳細については、別紙「様式4_板橋区機能要件一覧.xlsx」をご参照ください。
また、次期システム構築方針の最終決定はされておりませんが、今回の回答に関してはクラウド提供によるWebシステムを想定して回答していただきますようお願いいたします。

【システム構成】
	項番
	項目名
	機能

	1
	予算編成システム
	予算要求、予算査定、予算照会、予算内示、予算書作成　等

	2
	予算執行システム
	執行計画、歳出管理、個人番号管理、確認帳票出力　等

	3
	決算統計システム
	純計調整、分析入力、分析情報出力、事業費支弁人件費　等

	4
	備品管理システム
	備品登録、備品異動、備品検索、伝票発行　等

	5
	債務負担管理システム
	台帳登録、台帳印刷、EUC機能、予算書作成　等

	6
	起債管理システム
	台帳管理、資料出力、予算書附表　等

	7
	公有財産管理システム
	台帳登録、台帳検索、台帳出力、確認帳票出力　等

	8
	業者管理システム
	業者登録、指名停止、検索業務、出力帳票　等

	9
	契約管理システム
	契約管理、契約解除、発注業務、共同運営連携　等

	10
	検査管理システム
	検査管理、評定入力、検査担当業務　等

	11
	公会計システム（東京都方式）
	仕訳情報作成、セグメント情報、連結財務諸表作成　等

	12
	電子決裁システム
	電子決裁起案、電子決裁承認、電子審査申請　等


　
（１）会社概要について
貴社の会社概要並びに本システムの導入、データ移行、運用・保守を担う体制をご記入ください。他の事業者と共同で対応する場合は、各事業者の役割及び責任分担を明示してください。
（２）パッケージの内容及び特徴について
貴社の標準パッケージの内容と特徴について、次に掲げる内容を中心にご記入ください。また、パンフレット等の資料がありましたら添付してください。
・　パッケージ名称
・　機能概要及び標準機能で対応する業務範囲
・　リリース後の経過年数
・　職員の事務負担軽減、コスト削減に資する特徴
・　導入支援、職員研修、管理・運用保守の内容並びにその体制　
・　データ移行【現行システムからのデータ移行実績及び移行可能な範囲】
・　その他本区に有益な提案（利用者向けの手順書や操作イメージ等）
（３）システム構築実績について
本区と同規模団体の自治体もしくは他自治体において同種のシステム構築を行った実績をご回答ください。
自治体名、稼働時期、対象業務、利用規模及びデータ移行の実績を記載してください。なお、自治体名等の開示が難しい場合は、その旨を記載したうえで、可能な範囲でご回答ください。
（４）機能要件一覧の回答
機能要件一覧について、貴社の対応方針をご回答ください。
（５）システム構築及び導入スケジュールについて
下記稼働時期を想定した場合の実現性について、ご回答ください。また、その際のシステム構築の大まかなスケジュールについて、ご回答ください。
	対象システム
	想定稼働時期

	予算編成
	令和12年5月（令和13年度予算編成）

	業者管理・契約管理
検査管理・予算執行
	令和13年1月

	その他
	令和13年4月


（６）電子請求・電子契約サービス連携について
本区は、財務会計システムの導入に併せ、令和13年4月より電子請求・電子契約サービスの導入を検討しています。
財務会計システムと電子請求・電子契約サービスとの連携可否、連携方式、連携実績、導入及び運用に当たっての前提条件、初期費用・運用費用、留意事項等についてご回答ください。
（７）操作・入力支援サービス（DAP）の導入について
本区では、次期財務会計システムの導入に併せ、令和12年5月より利用者の操作習熟支援、問い合わせ対応の効率化及びシステムの円滑な定着を目的として、DAP（デジタル・アダプション・プラットフォーム）ツールの活用を検討しています。貴社が提供又は提案可能なDAPツールについて、連携可否、連携方式、連携実績、導入及び運用に当たっての前提条件、初期費用・運用費用、留意事項等についてご回答ください。
（８）システムのバージョンアップについて
　 バージョンアップの頻度、実施方法、サービス停止の有無及び時間、本区で必要となる作業並びに費用をご回答ください。
（９）EUCについて
　　　EUCの機能及びその内容等についてご記入ください。
（10）想定される課題やリスクについて
　　構築に当たっての課題やリスクについて想定される点をご記入ください。
（11）データ移行について
現行システムからのデータ抽出は、汎用的なデータ形式（CSV等）で出力することとし、出力されたデータをもとに再構築業者において新システムへのデータ移行作業を実施することを想定しております。現行システムから新システムのデータ移行の実現性、データ移行設計上の問題点等ございましたらご記入ください。
（12）経費の概算見積りについて
　　システム構築にかかる経費及び5年間の運用経費の概算をご回答ください。（サーバー等、運用に必須の機器の導入、機器及びシステムの保守、現行システムからのデータ移行、システムの運用支援、クラウドは回線費用及び利用料も含めること。）
（13）システム稼働環境について
　　システムが稼働するために必要なクライアント端末の推奨環境及びシステム構成図についてご回答ください。また、統合ソフト（Microsoft Office等)も含めて、システムを稼働するために必要なソフト等についても併せてご回答ください。
（14）情報セキュリティ対策について
　　情報セキュリティ対策の概要をご記入ください。なお、財務会計システムは、LGWAN接続系ネットワークに配置いたします。
（15）データのバックアップについて
　 データバックアップ及びシステムバックアップの概要についてご記入ください。
（16）法・制度改正への対応について
法・制度改正が発生した場合のシステム対応についてご記入ください。また、システム対応する際の有償・無償範囲についてもご記入ください。
（17）行政評価システムの対応について
本区は、行政評価・実施計画に関する業務を主にExcelにより管理しています。今回の財務会計システム再構築に当たっては、行政評価・実施計画における運用及び機能の見直しについても検討しています。システム機能概要及び概算費用についてご回答ください。
３　RFIスケジュール
本RFIについては、以下のスケジュールにて実施する予定です。
	内容
	日付

	情報提供依頼（RFI）公示
	11月9日（月）

	RFI参加申込・資料配布期間
	11月9日（月）～11月13日（金）17時

	RFI質問受付期間
	11月9日（月）～11月18日（水）17時

	RFI質問回答
	11月30日（月）17時

	RFI提出期限
	12月11日（金）17時


4　参加申込
（1） 参加資格
· 参加申込の提出日時点において、以下の要件をすべて満たすことを条件とします。地方自治法施行令第167条の４の規定に該当していないこと
· 本区から入札参加除外又は指名停止の措置を受けていないこと
· 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと
· プライバシーマークの使用承諾又はISMSの認証を受けていること
（2） 参加申込方法
「様式2_参加表明書.docx」に必要事項を記入し、件名に「【情報提供】板橋区財務会計システムRFI（会社名）」を入れて、令和8年11月13日（金）17時までに、8に記載のメールアドレスへ送付してください。
5　RFI回答方法
　(１)　提出様式：PDF、Excel、Word、PowerPoint等任意の様式にてご回答ください。
　(２)　提出方法：ファイル転送サービスを利用して提出してください。
ファイル転送サービスのURLは、本区よりお伝えします。
　(３)　提出先：〒173-0004 東京都板橋区板橋二丁目65番6号 板橋区情報処理センター10階
　　　　　　　　板橋区　政策経営部　ＩＴ推進課　DX推進係　担当　府川・山口
　　　　　　　　Ｅmail　sk-jseisaku@city.itabashi.tokyo.jp
　(４)　提出期限：令和８年12月11日（金）17時まで
6　本件に関する質問
　(１)　質問方法
　　　「様式3_質問票.xlsx」に記入し、件名に「【質問】板橋区財務会計システムRFI（会社名）」を入れて、令和8年11月18日（水）17時までに8に記載のメールアドレスへ送付してください。
　(２)　回答方法
質問への回答は、令和8年11月30日（月）17時までに電子メールでご返信します。
7　その他
　(１)　情報提供いただいた事業者に対して、本区より質問させていただく場合がありますので、ご協力をお願いいたします。
　(２)　提出いただいた資料等は返却いたしません。
　(３)　本件への回答及び情報提供のために要する費用は、事業者の負担とします。
　(４)　回答内容及び提供いただいた資料等は、当該目的以外には使用いたしません。また、本区以外の外部へ提供することはありません。
　(５)　今回の回答内容は、今後実施予定の提案依頼（RFP）の回答内容に制約を与えるものではありません。また、本件への参加の有無及び回答内容は、今後の業者選定とは一切関係ありません。
8　問い合わせ先
　　〒173-0004　東京都板橋区板橋二丁目65番6号　板橋区情報処理センター10階
　　板橋区　政策経営部　ＩＴ推進課　DX推進係　担当　府川・山口
　　ＴＥＬ　03-3579-2041
　　ＦＡＸ　03-3579-2049
　　Ｅmail　 sk-jseisaku@city.itabashi.tokyo.jp
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